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立地適正化計画における届出制度について 

 

届出制度の目的 

本市の人口は、美祢地域、秋芳地域、美東地域のいずれも減少傾向にあり、今後も減少す

ることが予測されています。そのため、本市では、集約型都市構造の構築を進め、人口減

少・少子高齢化が与える市民生活や市財政への影響に対応し、持続可能なまちづくりに向け

た対策を講じていくため、本市全域を対象として、「美祢市立地適正計画」を策定していま

す。 

本計画の公表により、居住誘導区域外及び都市機能誘導区域外で特定の開発・建築等の⾏

為を行う場合や、都市機能誘導区域内で誘導施設を休廃⽌する場合は、都市再生特別措置法

（第８８条第１項、第１０８条第１項、第１０８条の２第１項）に基づき、事前に市へ届出

を⾏う必要があります。 

なお、届出を行わずに、⼜は虚偽の届出をして、開発・建築等の⾏為をした場合は、都市 

再生特別措置法（第１３０条）に基づき、３０万円以下の罰⾦に処せられることがあります。 

 

届出に対する市の対応 

市は、届出者に対し、⽴地適正化計画の趣旨の説明や、⽴地誘導のための施策に関する情

報提供等を⾏います。 

また、当該届出に係る⾏為が、計画に基づく⽴地の誘導を図る上で⽀障があると認める場

合は、市は、都市再生特別措置法（第８８条第３項、第１０８条第３項）に基づき、届出者

に対して勧告等を⾏う場合があります。 

居住誘導区域外における住宅等に係る開発又は建築等行為について勧告をした場合に、勧

告を受けた届出者がこれに従わなかった時には、市は、都市再生特別措置法（第８８条第５

項）に基づき、その旨を公表する場合があります。 

 

届出対象の行為・届出の流れ 

・居住誘導区域外での住宅開発等について → P２～３へ 

 

・都市機能誘導区域外での誘導施設の建築等について → P４～５へ 

 

・都市機能誘導区域内での誘導施設の休廃止について → P６へ 

 

宅地建物取引業法に基づく重要事項説明 

宅地建物取引業法第３５条第１項第２号の規定により、都市再生特別措置法の規定による

居住誘導区域外及び都市機能誘導区域外における開発・建築等の届出義務が、重要事項の説

明として追加されました。 

このことにより、届出をしない場合に罰則が科せられるなど、届出義務を知らないで宅地

又は建物を購入した者は不測の損害を被る可能性があるため、宅地建物取引において、宅地

建物取引主任者は、取引の相手方に対し、居住誘導区域外及び都市機能誘導区域外における

開発･建築等の届出義務について説明が必要となります。  
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居住誘導区域外での住宅開発等における届出        

 

◆届出の目的 

居住誘導区域外における住宅開発等の動きを把握するため 

◆届出の対象となる行為 

立地適正化計画区域の都市計画区域内において、居住誘導区域外の区域で、以下の

行為を行おうとする場合には、事前に市長への届出が義務付けられています。（都市再生

特別措置法第８８条第１項） 

 

 

 
◆届出の時期 

開発行為や建築等行為に 着手する 30 日前までに届出 を行って下さい。 

（都市再生特別措置法第８８条第２項） 

なお、開発許可申請及び建築確認申請等に先行して届出することが望ましいとされています。  

 
「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的
で行う土地の区画形質の変更を言います。 

① 面積に関係なく、３戸以上の住宅の建築目的で行う開発行為 

② １戸又は２戸の住宅の建築目的で行う開発行為で、規模が1,000㎡以上のもの 
 

①の例示 

800㎡の３戸の開発行為 ⇒  

 

②の例示 

1,300㎡の１戸の開発行為 ⇒  

 

800㎡の２戸の開発行為 ⇒ 届出は不要 

開発行為 

 

① ３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

② 建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合 
 

①の例示 

３戸の建築行為 ⇒  

 

②の例示 

３戸以上の改築 ⇒ 届出が必要 

建築等行為 
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◆届出時の提出書類 

届出は、所定の届出書様式に添付図書を添えて２部（正本・副本）提出します。 

 
 

◆届出を要しない軽易な行為 

区域外の行為であっても次に掲げる項目に該当する場合は、届出を要しない場合があ

ります（都市再生特別措置法施行令第２５条）。 

① 住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に供するものの建築の用に

供する目的で行う開発行為 

② ①の住宅等の新築 

③ 建築物を改築し、又はその用途を変更して①の住宅等とする行為 

 

◆届出要否の判断から開発・建築等行為の着手までの流れ 

  

開発行為の場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 1-１  

● 添付図書 

① 当該行為を行う区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図

面（位置図、現況図（縮尺 1/1,000 程度）） 

② 設計図（土地利用計画図、計画平面図（縮尺 1/100～1/500 程度）） 

③ その他参考となるべき事項を記載した図書（求積図等） 

建築等行為の場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 1-２ 

● 添付図書 

① 敷地内における住宅等の位置を表示する図面（位置図、配置図（縮尺 1/100 以上）） 

② 住宅等の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

③ その他参考となる事項を記載した図書（求積図等） 

上記２つの届出内容を変更する場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 1-３ 

● 添付図書 上記の添付図書と同様 

「都市計画区域内であり、居住誘導区域外」 

※土地の一部が上記に該当する場合を含む 

「都市計画区域内であり、 

居住誘導区域内」 

または 

「都市計画区域外」 
左記に該当 

しない場合 

特定の開発・建築等の

⾏為を行う場合 

届出不要 

⾏為着⼿の 

３０日前までに 

建設課へ届出 

開発・建築等の⾏為の着⼿ 

届出不要 



 

- 4 - 

 

都市機能誘導区域外での誘導施設の建築等における届出   
 

◆届出の目的 

都市機能誘導区域外における誘導施設（生活利便施設）の動きを把握するため 

 

◆届出の対象となる行為 

立地適正化計画区域の都市計画区域内において、 都市機能誘導区域外の区域 

で以下の行為を行おうとする場合には、事前に市長への届出が義務付けられていま

す。（都市再生特別措置法第１０８条第１項） 

 

 

 
 

 
 

 

 

◆届出の時期 

開発行為や建築等行為に 着手する 30 日前までに届出 を行って下さい。 

（都市再生特別措置法第１０８条第２項） 

なお、開発許可申請及び建築確認申請等に先行して届出することが望ましいとされています。  

 

○誘導施設を有する建築物の建築目的で行う開発行為 

 

○誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

○建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

○建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

開発行為 

建築等行為 

居住誘導区域 都市機能誘導区域 都市計画区域 都市計画区域外 

届出不要 届出必要 届出必要 届出不要 

届出対象のイメージ図 （【例】大規模小売店舗（誘導施設）を新築する場合） 
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◆届出時の提出書類 

届出は、所定の届出書様式に添付図書を添えて２部（正本・副本）提出します。 

 
 

◆届出を要しない軽易な行為 

区域外の行為であっても次に掲げる項目に該当する場合は、届出を要しない場合があ

ります（都市再生特別措置法施行令第３３条）。 

① 誘導施設に該当する建築物で仮設のものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

② 誘導施設に該当する建築物で仮設のものの新築又は建築物を改築し、若しくはそ

の用途を変更して誘導施設を有する建築物で仮設のものとする行為 
 

◆届出要否の判断から開発・建築等行為の着手までの流れ 

 

開発行為の場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 ２-１ 

● 添付図書 

① 当該行為を行う区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図

面（位置図、現況図（縮尺 1/1,000 程度）） 

② 設計図 （土地利用計画図、計画平面図（縮尺 1/100～1/500 程度）） 

③ その他参考となるべき事項を記載した図書（求積図等） 

建築等行為の場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 ２-２ 

● 添付図書 

① 敷地内における建築物等の位置を表示する図面（位置図、配置図（縮尺 1/100 以上）） 

② 建築物等の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 1/50 以上） 

③ その他参考となる事項を記載した図書（求積図等） 

上記２つの届出内容を変更する場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 ２-３ 

● 添付図書 上記の添付図書と同様 

「都市計画区域内であり、都市機能誘導区域外」 

※土地の一部が上記に該当する場合を含む 

「都市計画区域内であり、 

都市機能誘導区域内」 

または 

「都市計画区域外」 
左記に該当 

しない場合 

当該区域に位置付けのある

誘導施設を有する 

特定の開発・建築等の⾏為

を行う場合 

届出不要 

⾏為着⼿の 

３０日前までに 

建設課へ届出 

開発・建築等の⾏為の着⼿ 

届出不要 
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都市機能誘導区域内での誘導施設の休廃止における届出   
 

◆届出の目的 

都市機能誘導区域内に存する誘導施設の休廃止の動きを事前に把握するため 

 

◆届出の対象となる行為 

 都市機能誘導区域内の区域 で以下の行為を行おうとする場合には、事前に市長

への届出が義務付けられています。（都市再生特別措置法第１０８条の２第１項） 

区域図及び都市機能誘導区域に設定した誘導施設の内容については、P７、８を参照し

てください。 

 
 

◆届出の時期 

施設を休止又は廃止しようとする日の 30 日前までに届出 を行って下さい。 

（都市再生特別措置法第１０８条の２第１項） 

 

◆届出時の提出書類 

届出は、所定の届出書様式に添付図書を添えて２部（正本・副本）提出します。 

 
 

◆届出要否の判断から誘導施設の休廃止までの流れ 

  

○都市機能誘導区域内で当該区域に係る誘導施設を休止又は廃止する場合 

● 届 出 書 ・・・・・・・・  届出様式 ３-１ 

● 添付図書 

① 当該行為を行う区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図

面（位置図、現況図（縮尺 1/1,000 程度）） 

② その他参考となるべき事項を記載した図書 

「都市計画区域内であり、 

都市機能誘導区域外」 

または 

「都市計画区域外」 

「都市計画区域内であり、都市機能誘導区域内」 

※休止又は廃止を行おうとする誘導施設の一部が

上記に該当する場合を含む 

届出不要 

誘導施設の休止・廃止 

左記に該当 

しない場合 

当該区域に位置付けのある

誘導施設を 

休止又は廃止する場合 

届出不要 
休止・廃止の 

３０日前までに 

建設課へ届出 



 

- 7 - 

 

誘導施設に係る届出要否 早見表 
 

凡例 

● ： 休止・廃止する場合に届出が必要    

○ ： 開発・建築等行為をする場合に届出が必要 

空白： 開発・建築等行為をする場合、休止・廃止する場合のいずれも届出が不要 

 

区分 誘導施設 定義 

都市計画区域内 都市

計画

区域

外 

都市機

能誘導

区域内 

都市機

能誘導

区域外 

行政 

機能 

市役所 ・地方自治法第 4条に定める施設 ● ○  

消防防災センター ・－ ● ○  

県の出先機関 
・地方自治法第 156条第 5項に定める施

設（警察署、土木建築事務所等） 
● ○  

介護 

福祉 

機能 

地域包括支援センター 
・介護保険法第 115 条の 46 第１項に定

める施設 
● ○  

総合福祉施設 

・社会福祉法第 7条に定める社会福祉協

議会 

・社会福祉法第 14 条第 1 項に定める福

祉事務所 

● ○  

保健センター 
・地域保健法第 18 条第２項に定める施

設 
● ○  

子育て支援施設 

・子育て世代の生活や文化･社会活動等

を支援するための施設のうち、市全

域からの利用を想定するもの 

● ○  

商業 

機能 
大規模小売店舗 

・大規模小売店舗立地法第 2条第 1項に

定める店舗面積 1,000㎡以上の施設の

うち、日本標準産業分類で「5621 総

合スーパーマーケット」又は「5811

食料品スーパーマーケット」に該当

する施設 

● ○  

教育 

文化 

機能 

図書館 ・図書館法第 2条に定める図書館 ● ○  

市民会館 
・地方自治法第 156条第 5項に定める施

設 
● ○  

地域交流・ 

生涯学習施設 

・地域住民の相互の交流を促進すると

ともに、生涯にわたって社会教育、

文化活動、レクリエーション活動、

ボランティア活動等を通じて学習を

行うための施設のうち、市全域から

の利用を想定するもの 

● ○  

公共 

交通 

結節 

機能 

交通拠点施設 

・市内主要幹線から民間路線バス等の

その他の複数の交通モードへの接

続・乗り換えの主要結節点となる施

設 

● ○  
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居住誘導区域及び都市機能誘導区域 全体図 

 

 
※区域の詳細図は別途HPに掲載している分割図を参照ください。 

 


